




























地域の成年後見ニーズ予測の考え方①

上伊那圏域成年後見センター利用対象見込み数

Ａ）総人口の１％（日本成年後見法学会　新井誠氏による試算） 
Ｂ）認知症高齢者全数（西村健一朗「社会保障法」　2003.12 発行より） 
Ｃ）療育手帳・精神障害者手帳所得者で成年後見が必要と思われる者（2010.8.1 現在） 
 
　　うち、第三者後見人が必要な割合 32.7％（平成 21 年県成年後見事件の概要より）

合計　623人～1,194人

Ａ）日常生活自立支援事業対象者（全数調査結果） （高 18 人　中 25 人）
Ｂ）市町村社協独自金銭管理支援事業対象者（全数調査結果） （高２人　中９人）
　　Ａ）Ｂ）のうち、第三者後見人が必要な割合 32.7％（平成 21 年県成年後見事件の概要より）
 
Ｃ）１－Ｃ）のうち、高リスク世帯（一人暮らし、GH入居者、障害のみ世帯） 
　　うち、第三者後見人が必要な割合 32.7％（平成 21 年県成年後見事件の概要より）

合計　　　18人～７8人

～「成年後見制度利用促進体制整備委員会」発行「地域における成年後見制度利用促進に向けた体制整備のための手引き」より～



（2010.8.1 現在）

（詳細については別紙全数調査資料を参照）
・現在もしくは、２～３年程度で後見が必要な件数
 79 件中　高：18 件　中：25 件　低：34 件　その他：２件
・市町村長申立てが必要な件数 79 件中　10 件
・第三者後見人の必要な件数 79 件中　35 件

（詳細については別紙全数調査資料を参照）
・現在もしくは、２～３年程度で後見が必要な件数
 59 件中　高：2件　中：９件　低：47 件　その他：１件
・市町村長申立てが必要な件数 59 件中　０件
・第三者後見人の必要な件数 59 件中　13 件



・申立て件数　367 件（357 件）
・市長申立て件数　20 件、全体の 4.9％（９件、全体の 2.6％）
・成年後見人と本人との関係について
　　親族以外の第三者後見人　32.7％、国 36.5％（23.3％）
　　内　訳
　　　　　弁護士 21 件（10 件）、司法書士 62 件（42 件）、社会福祉士 24 件（17 件）
　　　　　法人 12 件（２件）





 

 



 






































































